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期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

　企業誘致を推進するこ
とにより、新規雇用の創
出が期待されます。

①雇用の場所を確保すべ
き、企業誘致は結果が出な
いとしても、継続して行って
ほしい。

②コロナ禍により、在宅勤
務、テレワークが進展して
おり、地方にとっては大きな
ビジネスチャンス。都心へ
の働きかけ、地方での受入
の具体策はあるか。ハード
面の整備。インフラ整備の
必要性。

③企業誘致は一般的に大
きな雇用を生み出す製造業
を考えるが、会津若松市の
アイクト（AiCT）の様なIT人
材（起業家）オフィスを誘う
のはどうか？

①田村市産業団地や田村
市東部産業団地、空き工場
などへの企業誘致を引き続
き行い、雇用の場の確保に
努める。

②テレワークセンター・サテ
ライトオフィスとして整備した
「テラス石森」のさらなる利
用促進を図っていく。
都心への働きかけについて
は、セミナー的な開催など
は時期を見てになるが計画
していく。
新たなハード・インフラ整備
については、企業の地方進
出への具体的ニーズなども
踏まえながら検討していく。

③廃校（石森小学校）をテレ
ワーク・サテライトオフィスと
して整備した「テラス石森」
への企業誘致（ＩＴ企業も含
め）を推進していく。

○：企業誘致・空き店舗支援・起業支援、地域が
どんどん人口が減り失われた地域を何で埋める
のか。三本の柱のバランス・重要性・優先順位を
考えていますか？新しい戦略の発信をどうしてい
くのか。SNSを誰が発信していくのか。田村市の
情報発信を誰にしてもらうのか。市長・議長がや
るのか。具体的な戦略・手段を考えたほうが良い
のでは？
　　前にも話したと思うが行政が縦割りになって
いませんか？そこに横串はとおっていますか？
実際機能していますか？連携して動くことが武
器。
◆：間違いなく少子高齢化が進んでいる。人口定
住化させる為働く場の確保、子育て支援等をし
人口流出を防ぎ、定住化させるため企業誘致も
勧めており優先順位として市としての総合計画に
従って施策を進めている。
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事業名：－
予算額：－

企業誘致活動（企業訪問、福島県や福島イノ
ベ機構等関係機関との共同活動、企業立地
意向調査の実施など）

企業誘
致推進
事業

　新たに整備した田村市
産業団地（用地面積
12.5ha）及び現在造成中
の（仮称）田村市東部団
業団地（用地面積21ha）
への早期の企業立地が
望まれます。
　磐越自動車道田村ス
マートインターチェンジの
供用開始により、利便性
が向上されたことから、
製造業のほか運輸・倉庫
業の進出も見込まれま
す。
　また、空き工場などの
遊休民間施設は、街の
景観を損ねるほか、生活
環境への悪影響も懸念
されています。

　令和元年に完成した田
村市産業団地や造成中
の（仮称）田村市東部産
業団地などの産業団地
や遊休民間施設への企
業誘致を推進し、雇用の
拡大を進めます。

立地企業数：
３社（令和元
年度）

立地企業数：
４社／累計

事業名：　－
予算額：　－

事業内容：セミナーへの参加や企業訪問などに
よる誘致活動の実施

事業名：－
田村市産業団地内の３社の操業開始

（（株）田村バイオマスエナジー、（株）トプコンオ
プトネクサス、藤倉航装（株）技術センター）
※新規雇用は３０人程度

（株）Ａ－Ｐｌｕｓの野菜工場の操業開始
※新規雇用は２０人程度
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事業名：商店街にぎわい事業補助金交付事
業
予算額：1,230,000円

事業内容：空き店舗改修費用及び賃貸料の
一定額補助。

空き店舗
活用支
援事業

　すでに、営業を行って
いない商店に加え、現
在、商店を営む半数以上
が後継者不在等により
自分の代で廃業する可
能性が高く、更に空き店
舗が増えつつあります。
　空き店舗が増加するこ
とは、街のイメージを悪く
するばかりではなく、市
民生活の利便性の低下
にもつながります。

　市内の空き店舗の状
況を民間事業者と共有を
図りながら把握するとと
もに、空き店舗バンクに
よるマッチング支援と併
せて空き店舗を活用する
際の家賃や改装費等の
スタートアップを支援する
ことにより、活用を促進
し、街中の活性化を図り
ます。

空き店舗紹介
数：
３件／年（平
成30年度）

空き店舗紹介
数：
４件／年

　街中で店舗運営を手掛
ける起業者を発掘するた
め、空き店舗の情報発信
により、起業者の店舗探
しの利便性を向上させる
とともに、スタートアップ
を支援することにより、空
き店舗の活用の増加が
見込まれます。

①空き店舗を改修する場
合、住居一体型を考えては
どうか。

②1-1施策「企業誘致推進
事業」に関連するが、空き
店舗の空きスペース（ホー
ル、宴会場）を募り、リモート
ワーク人材を集める。これ
によりその地域の商業活性
化につなげられるのでは。

①住居と店舗の併設型の
場合は、一定条件はあるも
のの「田村市空き家改修支
援事業補助金」のご案内を
させていただきながら空き
店舗の解消に努めていく。

②引き続き「空き店舗バン
ク」の周知を図り、利活用促
進に努めていく。

○：空き店舗活用支援と言われた時に、補助金
だけ出されても活用の仕方がポイント。内装・CM
はセットになっているのか。
◆：セットではないがテラス石森の中に市で委託
しているSwitchという会社があるので、店舗利用
したい方には紹介し話しをつないでいる。
○：空き店舗だけではなくフォローも大事。企業
支援をやろうと思うと単発のセミナーよりソフトの
問題。メニューはあると思うのでうまく組み込んで
いくと可能性があるのでは？
○：空き店舗は店舗として考えるが空きスペース
が物凄い数になっており、注目し活用してほし
い。ホテル・飲食店・宴会場の稼働率が悪い。

事業名：商店街にぎわい事業補助金交付事業
予算額：2,800,000円
事業内容：空き店舗改修費用及び賃貸料の一定
額補助。

事業名：商店街にぎわい事業補助金交付事業
決算額：460,000円

事業内容：空き店舗改修費用及び賃貸料の一定
額補助。
・紹介件数：２件
・新規申請件数　０件
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　新規創業する企業が直
面する資金調達リスクを
軽減する支援により、田
村市に新たな産業の創
出が期待されます。
　また、地域ビジネスの
モデルとなる事業のセミ
ナーや塾などを開催する
ことにより、起業という同
じ志を有する人材の交流
の場になり、横のつなが
りや情報交換の機会が
創出されるなどの相乗効
果も期待できます。

いわゆる「よそ者」に「ベン
チャー団地（上記ホール
等）」に入居し、田村市の資
源を使ったビジネスを起こし
てもらう。それを市が支援す
る。

地域課題解決のための事
業活動に必要な資金調達
（クラウドファンディング）に
対する支援として、資金調
達代行会社に支払う手数料
の助成の周知を図るととも
に、新たな支援についても
検討していく。

事業名：クラウドファンディング活用支援事業
補助金交付事業
予算額：500,000円

事業内容：市内における創業、販路拡大等、
産業の振興を図るため、クラウドファンディン
グを活用して資金調達を行う個人、または中
小企業者及び任意団体に補助金を交付す
る。

起業支
援事業

　ベンチャーなど新たな
企業の創業は、初期投
資に関する資金調達が
課題であり、その結果、
創業に至らないケースが
あります。
　また、起業や運営の方
法について、不安があ
り、なかなか踏み切れな
いという現状がありま
す。多岐にわたるチャン
スを提供するためにも、
セミナーなどにより起業
に関する知識や情報を
幅広く提供していくことが
求められています。

　若者や女性などの起業
者の課題解決のための
セミナーの開催や資金調
達の支援（保証料低減化
や借入に対する利子補
給、クラウドファンディン
グの手数料補助）を行
い、新たな地域ビジネス
の創出を目指します。

新規起業者
数：
２人（平成30
年度）

新規起業者
数：
５人／累計

事業名：クラウドファンディング活用支援事業補
助金交付事業
予算額：500,000円
事業内容：市内における創業、販路拡大等、産
業の振興を図るため、クラウドファンディングを活
用して資金調達を行う個人、または中小企業者
及び任意団体に補助金を交付する。

事業名：クラウドファンディング活用支援事業補
助金交付事業
決算額：0円

・１件相談を受けたが活用までは至らず。

資料1
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資料1

事業名：田村市ブランド認証制度
予算額：2,902,000円

事業内容：田村市の地域産品のうち、認証基
準に適合する品質を備えたものを田村市ブラ
ンド産品として重点的に支援することにより、
市が全国に誇れる、競争力のある産品づくり
を進め、認知度向上を図るとともに、地域産品
のブランド認証を通じて、市全体のイメージ
アップと、地域産品の流通拡大及び観光資源
化による地域産業の活性化に資する事業。
委員会及び審査予定3回
ブランド認証品目・取り扱い店舗の増加
ＰＲ戦略・強化

田村市
特産品
認証・ＰＲ
事業

　田村市内で生産されて
いる高原野菜などの農
産物やエゴマを活用した
６次化商品等の特産品
について、継続して市内
外へのＰＲ活動を支援し
ていますが、他地域との
差別化を図り、田村市の
ブランド産品として販売
力を強化していくことが
重要な課題となっていま
す。

　田村市で生産される農
畜産品等の特産品につ
いて、市独自の認証制
度を運用するとともに、
市内外へのＰＲ活動や、
6次化商品の開発に対し
支援を行い、特産品生産
者の生産・販売意欲の向
上を目指し、田村市のイ
メージアップを図ります。

ブランド認証
品：
０品（令和元
年度）
【新規事業】

ブランド認証
産品：
１０品（累計）
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事業名：田村市ブランド認証制度
予算額：650,500円
事業内容：田村市の地域産品のうち、認証基準
に適合する品質を備えたものを田村市ブランド産
品として重点的に支援することにより、市が全国
に誇れる、競争力のある産品づくりを進め、認知
度向上を図るとともに、地域産品のブランド認証
を通じて、市全体のイメージアップと、地域産品
の流通拡大及び観光資源化による地域産業の
活性化に資する事業。

事業名：田村市ブランド認証制度
決算額：1,432,000円

事業内容：田村市の地域産品のうち、認証基準
に適合する品質を備えたものを田村市ブランド産
品として重点的に支援することにより、市が全国
に誇れる、競争力のある産品づくりを進め、認知
度向上を図るとともに、地域産品のブランド認証
を通じて、市全体のイメージアップと、地域産品
の流通拡大及び観光資源化による地域産業の
活性化に資する事業。
委員会及び審査開催3回
ブランド認証20品目（6事業者）
取り扱い店舗9軒
ＰＲの強化を図るためリーフレット作成、動画制
作等を追加で行った。
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　田村市の地域産品のう
ち、認証基準に適合する
品質を備えたものを田村
市ブランド産品として認
証し、販路開拓を含め、
重点的に支援することに
より、市が全国に誇れ
る、競争力のある産品づ
くりを進め、田村市の認
知度向上を図ることで、
市全体のイメージアップ
と、地域産品の流通拡大
及び観光資源化による
地域産業の活性化が期
待されます。
　また、ブランド認証基準
に合致する６次化商品の
開発をより一層進めてい
くことにより、農業の再活
性化・農業所得の向上に
つなげるとともに、小規
模企業が多い市内の2・3
次産業者の育成と売り上
げ拡大が期待されます。

①船引高校ではアクティブ
リーダープロジェクト（１・２
年生の希望生徒による地域
貢献活動）を展開中であ
る。その活動の一つに地元
産品を活用した商品開発を
行うことも計画している。こ
の施策で生徒の活動を支
援していただくことは可能
か。

②「福うなぎ」のイメージアッ
プ。宣伝、マスコミ活用で、
田村市知名度のアップにつ
なげられないか。「うなぎを
食べに田村に行く」の流れ
を作れたら良い効果が見込
まれる。

③初年度は認証マーク等も
含めて考えると予算が少な
いように思うが予算の内訳
は？

①市内で生産される農産物
等を活用した6次化商品開
発については、農林課とし
て重要施策と位置付けてお
り、高校生の若い発想力で
商品開発に取り組んでいた
だける場合は、可能な限り
支援をさせていただきたい
と考えている。
一度アクティブリーダープロ
ジェクトの会議の場に出席
させていただければと考え
ている。

②田村市では、内陸にあり
水産業を営む業者がいな
かった中、福うなぎというブ
ランドで展開しているニュー
フロンティアについては、イ
ベント出店やポスター、チラ
シ作成など支援している。
今後もご意見いただいた「う
なぎを食べに田村市へ」と
いうことがステータスとなる
ような支援策を検討してい
きたいと考えている。

③田村市ブランド産品認証
制度の予算は650千円であ
り、その内訳は下記のとお
り。
○ブランド認証委員会運営
経費250千円
　（謝金、旅費）
○認証シール、リーフレット
作成経費400千円
　（デザイン料、シール・リー
フレット印刷）

○：福うなぎ、大変美味しいと評判。当然ながら
値段が高い。地元のうなぎなので扱いたいが値
段が高く、市でPRも含め補助頂けると有難い。
　　田村市特産品の認証制度について（エゴ
マ）、現在はネット定期購入者も増えてきている
がコロナでイベントが駄目になった。田村市の認
証制度もどんどん夢が広がるような提案をしても
らえたら生産者は意欲的になれる。
◆：福うなぎの認証制度としては、価値あるもの
が売れて事業者の方に利益をという所につなが
るので直接的に購入支援は考えていない。
　　田村市の認証制度として名産品が世界に羽
ばたくように認証委員会を始めており、この秋に
第一弾の認証産品が決定する。現時点で知名
度のある産品について認証をし、世界に羽ばたく
夢のある展開を図れるよう考えている。

　市産材の木材を活用す
ることにより、市内に賦
存している森林資源の有
効活用が図られることか
ら、林業の再生や、森林
の適切な整備と保全に
つながり、森林の多面的
機能が十分に発揮され
るとともに、木質バイオマ
ス発電を中心とした温排
水の利活用により、新た
な分野における雇用創
出が期待されます。

１年間に10件行う計画で、
昨年度及び今年度は何件く
らい支援したのか。

R2からの新規事業となるの
で、昨年度（R1）の実績はな
い。また、今年度（R2）につ
いては、0件であり、まだ支
援した実績はない。

事業名：田村市産木材活用促進事業
令和3年度事業計画
予算額500,000円/件×4件
　＝2,000,000円

事業内容：田村市産材の利用拡大を推進し、
林業振興に資するとともに、林業、市内にお
ける住宅関連産業及び商工業の振興により
地域活性化に寄与するため、田村市産材を
利用して田村市内に木造住宅を新築又は増
築する建築主に対して、予算の範囲内で補助
金を交付する事業。

林業の
新たな産
業創出
事業

　木材価格の低迷や原
発事故の影響から、所有
者の経営意欲が低下し
森林の荒廃や地域の活
力の低下が懸念されて
います。
　国のイノベーション・
コースト構想にも位置付
けられている、豊富な森
林資源を有効に活用した
木質バイオマス発電をは
じめとする新たな産業の
創出により、林業の再生
や雇用の創出を行うとと
もに、市内で生産される
木材の活用（地産地消）
を促進することによる林
産業の活性化を図る必
要があります。

　木質バイオマス発電の
温排水の利活用や田村
市産材を活用した住宅
の建設など、市内に賦存
している豊富な森林資源
を活用した林業の新たな
産業の創出などを図りま
す。

田村市産材
活用促進事
業
市産材木材を
利活用した住
宅建設件数：
０件（令和元
年度）
【新規事業】

田村市産材
活用促進事
業
市産材木材を
利活用した住
宅建設件数：
５０件（累計）

旧船引第２運動場の公募型プロポーザル方
式による市有地売却

遊休公
的施設
活用事
業

　少子化の影響に対応し
た良好な教育環境を確
保するため市立小中学
校の統廃合を進めてき
たことに加え、合併によ
る公共施設の統廃合に
より遊休施設も増加して
います。
　その結果、使用されな
くなった多くの学校等の
土地・建物について、維
持管理経費の負担が必
要な状況になっていま
す。

　廃校になった学校施設
や現在使用されていない
公的施設の再活用を推
進するため、これらの物
件の面積、法令制限、ラ
イフラインなど情報整理
を行い、情報発信するこ
とで、企業などの誘致を
推進し、遊休公的施設の
有効利用を目指します。

遊休公的施
設の活用：
１２件（累計）
（令和元年
度）

遊休公的施
設の活用：
１５件（累計）

　遊休化している市有財
産を企業誘致や民間に
譲渡・貸付することで、新
たな雇用の場の確保が
見込まれます。
　また、市の歳入増加と
維持管理費（歳出）の減
少も期待されます。

事業名：田村市産木材活用促進事業
予算額：5,000,000円
事業内容：田村市産材の利用拡大を推進し、林
業振興に資するとともに、林業、市内における住
宅関連産業及び商工業の振興により地域活性
化に寄与するため、田村市産材を利用して田村
市内に木造住宅を新築又は増築する建築主に
対して、予算の範囲内で補助金を交付する事
業。

事業名：遊休公的施設活用事業
予算額：　－
事業内容：廃校となった学校施設や現在使用さ
れていない公的施設を企業誘致や民間に譲渡・
貸付し、市の歳入増加と維持管理費の減少を目
指す。

事業名：田村市産木材活用促進事業
令和2年度事業実績
1件、500,000円

事業内容：田村市産材の利用拡大を推進し、林
業振興に資するとともに、林業、市内における住
宅関連産業及び商工業の振興により地域活性
化に寄与するため、田村市産材を利用して田村
市内に木造住宅を新築又は増築する建築主に
対して、予算の範囲内で補助金を交付する事
業。

実績なし
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期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）
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施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：健康長寿のまちづくり事業
尿中塩分測定者：4,414人
脳卒中予防啓発：264人
脳検診受検：30人
訪問、電話での栄養指導：38人

7

定
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経
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略
室

経
営
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略
室

２－１－
①
(27ペー
ジ)

　人口が減少しても持続
可能な地域社会を維持
していくため、空き家や
空き地を活用し、移住定
住を促進することにより、
人口の減少抑制と地域
の生活環境の向上が期
待されます。また、田村
市で新たに仕事に就きた
い方にもこれらの情報を
発信することで、空き家
等の活用に関して切れ
目ない支援が可能とな
り、転入者の円滑な定住
と、地域の生活環境の保
全が期待されます。
　さらに、地域で移住者
のサポート体制を強化す
ることは、多様な人材の
宝庫でもあるアクティブ
シニア層をはじめとする
多様な人材を刺激し、地
域の活性化や起業促進
につながることが期待さ
れます。加えて、子育て
世帯に対し転入から定住
まで一体的にサポートす
ることで、転出超過・少子
高齢化の流れを食い止
め、若年層のＵターン
や、新たな労働人口の流
入を促進し、地域コミュニ
ティや地域活動の活性
化が図られます。

①今年度、コロナウイルス
問題発生により、都市部に
住む又は都市部で働く若者
が、地方に転職したい、地
方に移住を考える若者が増
加している。理由として(1)テ
レワークで場所関係各仕事
ができる(2)都会で働くリスク
を感じた(3)地方に帰りたい
など多くなった。コロナ発生
で戦略を見直してはどうか。

②コロナ禍により、地方で
の仕事に関心がよせられて
いる。移住、定住促進の
チャンスであり、中央へのア
ピールが必要。東京の企業
との接点拡大、具体策、
ツールが必要。

③現状の移住・定住促進事
業を進めてもらい、また、迎
える側の市民にも「迎え入
れセミナー」を受講し、受け
入れ体制を整える。

①ご意見とおり、コロナ禍に
おけるテレワーク等の活用
により、地方への移住につ
いて関心が高まっているこ
とから、公共遊休施設の有
効活用によるテレワーク施
設整備や空き家バンクの充
実による居住のマッチング
整備など進めていく。

②No11の回答に加え、産業
団地へ誘致やイノベーショ
ンコースト構想に基づく、福
島県進出を検討する企業な
どへ懇談会等への参加によ
るアプローチ、さらに、包括
連携協定を締結した、第一
勧業信用組合との連携など
を積極的に活用していく。

③ご意見のとおり、受け入
れる側の意識醸成も大切と
考えるので、セミナーを含め
どのような手法が効果的か
検討していく。

○：昨年度５０９世帯、７３９人が福島県へ移住。
前年度から１００世帯を超える人数で過去最多を
更新。２００６年以降初めてで４０％前後がIター
ンであり、新型コロナが及ぼす影響は少なくな
い。２０～４０代の若い移住者が多く全体の８０％
を占めており、定住人口・交流人口・関係人口を
変えられる、増やしていく機会ではないか。
◆：コロナの影響で小さい企業は地方へ出ていっ
ている現状。移住定住、新規就農につながるよう
庁内でも新たなチャンスを活用できるよう取り組
んでいきたい。
○：田村市としてテレワークに関し成功事例を分
析してほしい。テーマを絞った人間が集積できる
ようになったら、テレワークの聖地のようになった
ら面白いのではないか。
◆：詳しく分析している実情はないが、どこの自
治体にもあるような施策だという意見も多いこと
からもう少し中身を詰めて良いものを提供できる
よう検討していきたい。
○：実際の移住定住に関しての具体的な進め方
は？
◆：一般の方であれば経営戦略室、新規就農者
は農林課、企業関係は商工課。なるべくお客様
の手を煩わせたり複数の窓口になる事がないよ
う移住定住プラットホームとしてテラス石森に集
約できるよう検討中。
○：コロナの状況に対し、チャンスと捉え移住促
進は検討していると思うがどんなに良い制度を
作っても待つだけではこない。都市部に向けた
PRの考え方は？
◆：昨年度事業を予定していたがコロナでつぶれ
てしまった。この状況が長期になる事を想定し広
く周知できる方法が必要。具体的なものは内部
で検討し中身を作っていきたい。
○：西会津は地域おこし協力隊が１０名おり色ん
な所で活躍している。自身が移住した事でその
地域に魅力を感じ吸引力になっているのではな
いか。食べ物・宿泊施設など町の方々のPRに
よって魅力的な所がたくさんある事が分かった。
　　今年度、現在５１名の生徒が県内・地元就職
を希望している。地元就職が難しいと県外へでて
しまう事から地元に残って活躍できるよう願って
いる。
◆：田村市としても定住の観点から地元の方が
地元で就職できるよう企業誘致、企業対応を進
めていきたい。

①事業名：空き家・空き地情報バンク事業
予算額：　－
事業内容：空き家・空き地の売却・賃貸情報を
提供。
②事業名：お試しチャレンジハウス事業
予算額：762,540円
事業内容：移住を目的とする方に、市に一定
期間滞在して市の暮らしを体験できる家を貸
し出す。
③事業名：空き家改修事業
予算額：1,200,000円
事業内容：市外から転入する方を対象に空き
家バンク物件のリフォーム費用を補助。
④事業名：ふるさとUターン定住化促進事業
予算額：200,000円
事業内容：県外から市内にUターンする者の
引越業者に支払う費用を補助。
⑤事業名：転入子育て世帯住宅取得事業
予算額：10,400,000円
事業内容：市外から転入する子育て世帯が住
宅を新築する費用を補助。
⑥事業名：住宅環境整備子ども応援事業
予算額：300,000円
事業内容：子育て世帯が3世代同居を目的に
市内の実家をリフォームする費用、または子
育て世帯が市外から転入する目的で空き家
バンク物件をリフォームする費用を補助。
⑦事業名：1次産業による持続的関係人口構
築戦略（2021年度地方創生推進交付金事業）
予算額：18,100,000円
事業内容：地方創生推進交付金を活用し、主
に市内1次産業従事者がスピーカーとなるオ
ンラインイベントを開催、田村市及び農業・林
業の魅力を発信する。
⑧事業名：地域おこし協力隊
予算額：17,600,000円
事業内容：地域課題解決、担い手確保を目的
に都市部から人材を誘致し、定住を図る。

移住・定
住促進
事業

　人口減少等に伴い、多
くの空き家が存在し、今
後も増えていくことが予
想されています。空き家
の放置は、倒壊や火災
などの危険性、景観上の
問題もあることから、活
用可能な物件を移住・定
住の資産として積極的に
利活用していくことが必
要です。
　また、田村市における
人口移動は、転出超過
の状況にあり、とりわけ
10代後半からの流出が
顕著です。転入者にあっ
ては若年の女性層が少
ない状況にあり、田村市
出身者が地域に愛着を
持ち「帰りたい」「帰ろう」
と思える環境づくり・地域
づくりが急務となっていま
す。

　売却や賃貸を希望する
空き家・空き地所有者が
情報バンクに登録し、こ
れらの情報をホームペー
ジ等に掲載することによ
り、購入・賃貸の希望者
とのマッチングの機会を
確保します。
また、移住・定住希望者
へ一元的に情報を提供
するワンストップ窓口を
構築し、お試しチャレンジ
ハウス（移住体験施設）
を適時に提供することで
移住・定住を促進し、地
域の活性化と定住人口
の安定化を図ります。
　さらには、子育て世帯
(０歳～15歳の子どもが
いる世帯)にとって魅力あ
る、ずっと住みたいと思
えるような田村市創造の
ため、各種施策を通じ子
育て世帯のサポートと定
住化を促進します。
　将来、田村市活性化の
原動力となりうる、田村
市の良さを理解している
田村市出身者（40歳以下
の者）に対し、新たな夢
の実現や新生活を田村
市でスタートするための
支援を実施し、田村市へ
のＵターン定住を加速さ
せます。

相談窓口を通
じて移住した
人数：
６世帯／年
（平成30年度
実績）

相談窓口を通
じて移住した
人数：
１０世帯／年

①事業名：空き家・空き地情報バンク事業
予算額：　－
事業内容：空き家・空き地の売却・賃貸情報を提
供。
②事業名：お試しチャレンジハウス事業
予算額：669,190円
事業内容：移住を目的とする方に、市に一定期
間滞在して市の暮らしを体験できる家を貸し出
す。
③事業名：空き家改修事業
予算額：600,000円
事業内容：市外から転入する方を対象に空き家
バンク物件のリフォーム費用を補助。
④事業名：ふるさとUターン定住化促進事業
予算額：1,000,000円
事業内容：県外から市内にUターンする者の引越
業者に支払う費用を補助。
⑤事業名：転入子育て世帯住宅取得事業
予算額：6,000,000円
事業内容：市外から転入する子育て世帯が住宅
を新築する費用を補助。
⑥事業名：住宅環境整備子ども応援事業
予算額：300,000円
事業内容：子育て世帯が3世代同居を目的に市
内の実家をリフォームする費用、または子育て世
帯が市外から転入する目的で空き家バンク物件
をリフォームする費用を補助。

①事業名：空き家・空き地情報バンク事業
総事業費：0円
事業実績：空き家成約3件、うち2件は移住者購
入
②事業名：お試しチャレンジハウス事業
総事業費：401,065円
事業実績：入居者4組5名（田村市移住は1名）
③事業名：空き家改修事業
交付額：1,290,000円
補助実績：3件
④事業名：ふるさとUターン定住化促進事業
交付額：50,000円
補助実績：1件
⑤事業名：転入子育て世帯住宅取得事業
交付額：10,600,000円
補助実績：9件、うち2件は来てくふくしま上乗せ
⑥事業名：住宅環境整備子ども応援事業
交付額：0円
補助実績：なし
⑦事業名：移住チャレンジプラットフォーム構築
事業（2019年度繰越し地方創生推進交付金事
業）
総事業費：8,998,000円
事業実績：オンライン・参加型コンテンツ及び農
業体験ツアー実施により、田村市の居住意欲度
（地域ブランド調査）が前年の976位から779位に
向上。
⑧事業名：1次産業による持続的関係人口構築
戦略（2020年度地方創生推進交付金事業）
総事業費：9,790,000円
事業実績：オンライン・参加型コンテンツ実施に
より得られた関係人口数KPI50に対し、実績195
件。次年度以降、移住につなげるよう、関係継続
を図る
⑨事業名：地域おこし協力隊
総事業費：15,446,825円
事業実績：経営戦略室3名、観光交流課1名、県
と共同設置2名（費用負担なし）が観光、空き家
問題、移住促進、地域産品の分野で活動中

Ｒ２移住人数　合計１４世帯

事業名：健康長寿のまちづくり事業
予算額：2,914,400円
事業内容：総合健診時に尿中塩分測定を実
施。
健診結果により脳卒中になるリスクの高い者
に対し、たむら市民病院と連携し健康教室を
実施。
減塩の普及啓発。

健康長
寿のまち
づくり事
業

　田村市では、脳血管疾
患、虚血性心疾患、糖尿
病性腎症の死亡率が高
く、要介護の主な原因と
もなっています。これらの
疾患は、医療費（国保・
後期高齢者）や介護保険
料の増加につながりま
す。
　これらの疾患の発症
（再発）を予防し、市民が
健やかな生活を送ること
ができるよう健康づくりを
支援することが必要で
す。

　高血圧、高血糖、脂質
異常、肥満の予防、改善
などを市民に呼びかけ、
健康づくりを支援します。
　高血圧を予防（重症化
予防）する取り組みとし
て、尿中塩分測定を行い
ます。

令和２年度の
推定食塩摂
取量（尿中塩
分測定）を基
準とする。
【新規事業】

推定食塩摂
取量（尿中塩
分測定）が減
少する人の割
合が増加す
る。

8

定
住
・
雇
用
戦
略

保
健
課

保
健
課
・
高
齢
福
祉
課
・
市
民
課

２－１－
②
(28ペー
ジ)

事業名：健康長寿のまちづくり事業
予算額：3,800,000円
事業内容：総合健診時に尿中塩分測定を実施。
健診結果により脳卒中になるリスクの高い者に
対し、たむら市民病院と連携し健康教室を実施。
減塩の普及啓発。

　尿中塩分測定を総合
健診時に実施すること
で、１日の食塩摂取量を
確認することができ、食
生活の見直しのきっかけ
になり、健康づくりの意
識が高まります。健康づ
くりは、将来、脳梗塞や
脳出血などや虚血性心
疾患、糖尿病性腎症の
発症（再発）を予防しま
す。
　長期的な取り組みによ
り、循環器系疾患の医療
費（国保・後期高齢者）、
介護保険料の軽減、脳
梗塞や脳出血などが原
因での介護保険利用者
が減少します。

○：尿中塩分測定は他市町村では実施している
ものなのか。田村市が先行するものなのか。そ
の効果は？
◆：県内全ての市町村を把握している訳ではな
いが県内で初めてという訳ではない。いくつかの
町村は先行してやっているとは聞いている。始
まったばかりという事で具体的には把握していな
い。１日の塩分摂取量が明確になる事から食生
活の関心につながるのではないかと思う。
○：医療機関にいかないとできないのか。
◆：市民対象の総合健診時の尿検査項目に加
わる項目。
○：健康に関するデバイスがでまわっている中、
自分で解析できて生活改善するようなデバイス・
サービス開発が新規開発事業につながる。地域
の課題を事業にするアイデアを。
○：（高血糖に関し）野菜から食べましょうという
県のキャンペーンがあるが市として飲食店に対し
参助はあるか。
◆：当然、市の方でも協力していく立場。具体的
には食育の部分で主に高齢・年少者に対し栄養
教室を行いPRしている。
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列番号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

9

定
住
・
雇
用
戦
略

農
林
課

農
林
課

２－２－
①
(29ペー
ジ)

　研修から就農までをサ
ポートできる体制作りに
より、新規就農希望者や
Ｕターン就農者を確保
し、後継者不足や新規就
農者不足の解消を図りま
す。

新規就農は定年後の人に
も需要があると思う。（特に
首都圏など。）空き家バンク
と連携して情報発信して
いってほしいと思う。

お見込みのとおり定年後新
規就農者となるケースも想
定される。新規就農者確保
に向けた対策を講じていく
際に、ご意見いただいたこ
とも踏まえながら空き家バ
ンク担当課（経営戦略室）と
連携しながら対応していく。

事業名：農業者スキルアップ支援事業
予算額：500,000円

事業内容：
①短期研修タイプ：65歳未満の農業者が技術
研鑽のために行う国内外の研修に対する支
援。
②長期研修タイプ：市の認定新規就農者にな
ることを目指す方が行う研修（概ね2か月以
上）の研修に対し、研修先までの旅費と研修
中の事故等に備える傷害保険料を支援する。

事業名：農業次世代人材投資事業（経営開始
型）
予算額：12,000,000円
事業内容：50歳未満の新規就農者に対し、経
営開始５年目まで年間最大150万円を交付
し、就農初期の経営安定化を支援する事業。

事業名：新規認定農業者経営発展支援事業
予算額：1,000,000円
事業内容：就農2年目の経営安定・発展に必
要な農機具等の導入に対する支援。

新規就
農者支
援拡大・
自立促
進事業

　田村市では、65歳以上
の高齢農業従事者が多
く、青年層の職業選択と
して就農に対する意識が
低いため、後継者や担い
手不足が深刻な問題と
なっており、今後農業人
口は大幅に減少すると
思われます。
　新規就農者の確保・育
成を行うためには、研修
から就農までを支援する
体制作りや就農後の経
営安定や定着を促す支
援を充実することにより、
就農希望者の不安を軽
減させることが必要で
す。市内には十分な技術
指導を行える農業者をは
じめ、福島県農業改良普
及所や農業協同組合な
ど支援を行える機関は
充実しており、これらの
機関と連携を図ることで
就農相談から研修・就農
定着までの支援を行うサ
ポート体制が必要です。

　持続可能な力強い農
業を実現するために、新
たな担い手となる農業後
継者や新規就農者の確
保と育成を支援すること
により、円滑な経営移譲
と独立就農の後押しと、
営農の安定・定着による
地域農業の振興を図りま
す。

新規就農者
数：
２７名（累計）
（令和元年度
末）

新規就農者
数：
３７名（累計）

事業名：市内立地企業と高校・専門学校進路
指導担当教諭等との懇談会
予算額：　－

事業内容：市内立地企業、高校・専門学校進
路担当教諭等及び関係団体との情報交換等
を通じて、地域雇用に係る情報共有を図り、
企業の求める人材確保と地元若年層の雇用
促進に資することを目的とする。

事業名：郡山地域雇用対策推進協議会
予算額：　－
事業内容：ハローワーク郡山管内の行政、商
工会、シルバー人材センターが一堂に会し、
雇用情勢の情報共有及びシニア層の就労支
援策等の意見交換実施。

雇用労
働奨励
事業

　田村市内には、数多く
の魅力ある企業が事業
活動を行っていますが、
人口減少・少子高齢化な
どにより労働者が不足し
ている状態にあります。
　事業活動を継続してい
くには安定的な労働者の
確保が重要であり、それ
らの支援が求められてい
ます。

　人手不足が続く田村市
内の企業が新卒者やシ
ニア層などの雇用につな
がる事業を実施し、企業
の事業継続を関係機関
と連携を図りながら支援
します。

有効求人数：
615人（令和
元年12月）

有効求人数：
550人

　田村市内企業において
雇用が確保されること
は、労働者の定住化に
つながります。また、企
業の事業活動が継続す
ることは地域経済の発展
につながります。

①船引高校では毎年60名
程度の生徒が就職を希望し
ている。今後とも高校生の
雇用促進をお願いする。近
年、他校生に競争で敗れて
しまうこともある。船引高校
性を指定していただけると
ありがたい。本校生の特徴
として、勤勉であり、素直で
あり、挨拶がしっかりできる
こと、就職後の離職率が低
いことが言えると思う。
特に、今年度はコロナウイ
ルスによる、求人数の減少
を心配している。特段のご
高配をお願いする。

②市内若年層の市外への
流出は、若年期の当然の行
動としてとらえ、将来の彼ら
のUターン（故郷回帰就職）
のため、優遇策を準備す
る。また、郡山市に居住す
る外国人の雇用についても
工夫の余地がある。

①企業の求人数は、コロナ
禍によりここ数年に比べ、
減少になることは認識して
いる。
指定校については、採用予
定人数など情報を共有させ
ていただく。
また、雇用促進として、６月
３０日に開催した「企業と高
校・専門学校進路指導担当
教諭等との懇談会」など情
報交換の場の提供やディア
ル実習によるミスマッチ解
消などの取組を進めてい
く。

②「故郷回帰就職」支援に
ついて、ご意見としてお伺い
し、関係各課と協議させて
いただく。
郡山市居住の外国人雇用
については、市内事業者の
状況を確認させていただき
ながら検討していく。

事業名：市内立地企業と高校・専門学校進路指
導担当教諭等との懇談会
予算額：　－
事業内容：市内立地企業、高校・専門学校進路
担当教諭等及び関係団体との情報交換等を通じ
て、地域雇用に係る情報共有を図り、企業の求
める人材確保と地元若年層の雇用促進に資する
ことを目的とする。

事業名：郡山地域雇用対策推進協議会
予算額：　－
事業内容：ハローワーク郡山管内の行政、商工
会、シルバー人材センターが一堂に会し、雇用
情勢の情報共有及びシニア層の就労支援策等
の意見交換実施。

事業名：農業者スキルアップ支援事業
予算額：200,000円
事業内容：50歳未満の若い農業者が技術等研
鑽のために行う国内外の研修に対する支援。

事業名：農業次世代人材投資事業（経営開始
型）
予算額：17,250,000円
事業内容：50歳未満の新規就農者に対し、経営
開始５年目まで年間最大150万円を交付し、就農
初期の経営安定化を支援する事業。

事業名：新規認定農業者経営発展支援事業
予算額：500,000円
事業内容：就農2年目の経営安定・発展に必要な
農機具等の導入に対する支援。

事業名：農業者スキルアップ支援事業
予算額：200,000円
（実績値）0円

※遠方への研修補助であり、新型コロナによる
移動自粛の関係で活用できなかった。

事業名：農業次世代人材投資事業（経営開始
型）
予算額：17,250,000円
（実績値）12,750,000円
※経営規模等の関係で認定に至らなかった方が
3名いたことによる実績値の減。（150万円×3名）

事業名：新規認定農業者経営発展支援事業
予算額：500,000円
（実績値）500,000円

事業名：市内立地企業と高校・専門学校進路指
導担当教諭等との懇談会
懇談会：Ｒ２．６．３０開催
　　　　　　企業１９社、学校１５校参加

事業名：郡山地域雇用対策推進協議会
推進協議会：Ｒ２．８．１８開催
出席者：
行政：福島県商工労働部、県中地方振興局、郡
山市、田村市、三春町、小野町
商工会：郡山商工会議所、田村市商工会連絡協
議会、熱海町商工会、三春町商工会、小野町商
工会
経済団体等：中小企業家同友会　など

有効求人数：Ｒ３．３現在　田村市５４５人10

定
住
・
雇
用
戦
略

商
工
課

商
工
課

２－２－
②
(30ペー
ジ)
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列番号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：保健・福祉施設従事者就職奨励金交付
事業
交付額：2,550,000円

新規就職者：12名（内転入者3名）
職種：介護福祉士4名、初任者研修修了者2名
　　　社会福祉士1名、看護師3名、保育士2名
事業内容：保健・福祉分野で活躍する人材確保・
定着のため、介護事業所等の対象事業所へ事
業内容の周知を行った。また市内高校進路指導
担当者へ情報の提供を行った。

11

定
住
・
雇
用
戦
略

高
齢
福
祉
課

高
齢
福
祉
課

２－２－
③
(30ペー
ジ)

　市内の保健・福祉施設
に新たに就職する方に
奨励金を交付することに
より、市内保健・福祉施
設の人材が確保され、安
定したサービス提供がで
きるようになります。ま
た、若年層の移住・定住
促進につながることが期
待されます。

①保健・福祉施設はできて
も、そこで働く従業員は確保
できるのか。

②高齢化に伴う、介護・福
祉の人材不足は重要課題。
市単独ではなくエリア拡大
し、他自治体と協力してでき
ることはないだろうか。又、
外国人の受入れなど検討で
きないか。

①市内介護施設について
は、高齢者の人数、状態や
今までのサービス利用状況
等を分析し計画に沿って整
備しており、新規施設計画
時には職員確保計画が明
確な事業所の選定をしてい
る。
従業員については、運営基
準に沿った従業員を確保し
運営を行っている。
しかし、現在就労している方
の年齢構成は40～50歳代
の方5割、60歳以上の方も2
割となっている。
今後団塊の世代の方が後
期高齢を迎える時期には介
護の需要が増加すると見込
まれ、その時期を見据え20
～30歳の若い世代の人材
確保及び定着が必要とな
る。
これらのことを踏まえ、市内
事業者の人材確保及び定
着に向けた取り組み支援と
して、保健・福祉施設従事
者就職奨励金交付事業を
実施していく。

②人材確保の広域取り組
みとしては、県において、介
護業務イメージアップ促進
事業、介護未経験者を対象
として基礎的知識及び技術
を学ぶ研修（入門研修）、介
護福祉士等修学資金貸付
制度、離職した介護人材に
対し再就職する際の準備金
貸付制度、福島県外の方で
相双地区（田村市含む）の
介護施設に介護職として就
職希望の方を対象とした被
災地福祉・介護人材確保支
援事業がある。
外国人の受け入れについて
は、外国人介護人材を受け
入れる環境整備のための
事業として県で、介護施設
等へ奨学金等の支給に係
る支援事業や介護資格取
得を目指す外国人介護人
材と受け入れ施設とのマッ
チング支援事業、外国人介
護人材が国内の介護現場
において円滑に就職・定着
席るようにするための外国
人介護人材受入環境整備
事業等を実施している。
これらの事業を通じ、事業
所での積極的な受け入れ
が可能となれば、外国人介
護人材の確保につながると
思われる。
市としては、介護人材確保
として、介護資格取得費用
助成事業や介護職員初任
者研修事業、保健・福祉施
設従事者就職奨励金交付
事業を実施しており、田村
市に住所を有し、田村市内
介護事業所に就職を希望し
ていれば対象としている。

事業名：保健・福祉施設従事者就職奨励金交
付事業
予算額：4,800,000円

事業内容：保健・福祉分野で活躍する人材確
保・定着のため、市内保健・福祉事業所及び
ハローワークや初任者研修・実務者研修養成
施設等へ事業内容の周知を行う。
また、新たに保健・福祉分野へ就職を目指す
生徒、保護者へ、介護分野の仕事を理解して
いただけるよう媒体を作成し、教育機関と連
携を図り周知を行う。

保健・福
祉施設
従事者
就職奨
励金交
付事業

　市内の保健・福祉施設
に勤務する介護、福祉、
医療等の有資格者の人
材が不足している現状で
あり、特に少子高齢化に
伴い介護を必要とする高
齢者が増加し、介護を提
供する人材の確保が急
務となっています。

　市内に定住し、市内の
保健・福祉施設に新たに
就職する介護、福祉、医
療の資格を有する方（40
歳未満）に対し、勤務し
た年数に応じて就職奨
励金を交付することで、
市内の保健・福祉施設の
人材確保及び市への移
住・定住促進を図りま
す。

【新規事業】 新規就職者：
20人/年
転入者：10人
/年

事業名:保健・福祉施設従事者就職奨励金交付
事業
予算額：4,750,000円
事業内容：保健・福祉分野で活躍する人材確保・
定着のため、介護事業所等対象事業所及びハ
ローワークへ事業内容の周知を行う。また、新た
に保健・福祉分野へ就職を目指す生徒、保護者
へ事業の理解を得られる機会確保のため、教育
機関と連携を図り事業周知を行う。
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列番号
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現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
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（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：買物弱者・商店活性化対策事業補助
金交付事業
予算額：2,000,000円
事業内容：日常生活に必要な食料品等の購
入が困難な地域を解消し、高齢者を始めとす
る市民の生活の利便性向上を図るとともに、
商店街を含む地域経済の活性化を図る。

買い物弱
者に対す
る環境整
備支援
事業

　経営者の高齢化や後
継者不足から各地域に
点在する個人商店の廃
業が進む中、高齢者の
一人暮らし等の買い物弱
者が増加しています。
　買い物弱者の利便性を
図るためには、中山間地
域では移動販売車を活
用した買い物環境の整
備が効果的ですが、車
両購入などの初期投資
がかかることから、新規
参入が難しく、既存の事
業者の存続や事業拡大
も厳しい状況となってい
ます。

　自家用車などの移動手
段を持たない方など、買
い物に不自由な高齢者
等の買い物弱者の利便
性を図るため、移動販売
事業への支援を行いま
す。

移動販売・宅
配サービス登
録事業者数：
１２社（令和元
年11月末現
在）

移動販売・宅
配事業登録
者数：
２２社

12

定
住
・
雇
用
戦
略

商
工
課

商
工
課

２－３
(31ペー
ジ)

事業名：買物弱者・商店活性化対策事業補助金
交付事業
予算額：1,432,000円
登録事業者　１１社

事業名：買物弱者・商店活性化対策事業補助金
交付事業
予算額：2,000,000円
事業内容：日常生活に必要な食料品等の購入が
困難な地域を解消し、高齢者を始めとする市民
の生活の利便性向上を図るとともに、商店街を
含む地域経済の活性化を図る。

13

定
住
・
雇
用
戦
略

経
営
戦
略
室

経
営
戦
略
室

２－４
(31ペー
ジ)

　移動販売の事業者を
支援することにより、買
い物弱者の買い物環境
の改善が図られます。

①将来的に街中でも一人暮
らしが進み、買い物弱者が
増えることが予想されるた
め、日常生活の食料品購入
ルートを考えるべき。

②一般的な「移動販売業」
に関わらず、市内の商店、
飲食店は郡山市地方卸売
市場で仕入れをしている。こ
れらの方々にも「移動販売
業登録」を促し、この弱者空
白地帯で解消してはどう
か？

①「買物弱者・商店活性化
対策補助事業」により買い
物弱者の支援を行ってお
り、街中の一人暮らしの
方々も食品や日用品などの
宅配を利用できることとなっ
ている。
一方、自分の目で確かめて
購入したいなどの要望も想
定されることから、高齢化社
会に応じた取組を引き続き
検討していく。

②買物弱者対策としている
「買物弱者・商店活性化対
策事業補助金」は、移動販
売事業者のほか、食品など
を宅配する事業者も対象と
していることから、事業内容
を評価検証しながら見直し
も検討していく。

○：買い物弱者への対応、移動販売は採算が合
わない。可能であれば田村市独自の巡回バスを
検討し、買い物弱者と交通弱者の両面解決につ
ながるのではないか。
◆：公共交通活性化協議会を所掌している経営
戦略室でも現在、市の主要な交通手段は鉄道・
バス・デマンドタクシーである。先般の会議でも
あったようにバスの利用者数は延びず補助金額
は年々増えている状態。三春町でも経費がか
かっている事から巡回バスも自治体の公共交通
として検討していきたい。
○：移動販売に関し、田村市から商店・飲食店へ
の仕入れは年々減ってきている。移動販売は一
つの販売方法であり新鮮な物を仕入れ捨ててい
たら勿体ない。販売機会を商店・小規模飲食店
に与える為行政に助けてもらえたらいい。
　　移住に関してどこの自治体も色んな話がでる
と思う。西会津のGMから現実はかなり大変らし
い事、福島県で一番復興要員が多いと聞いた。
突き抜けた人材・展示物のような一見変わった
人材、作品があると移住希望者を誘う事になる
のでは？
◆：参考意見として受け止めていきたい。
○：移動販売を含めた取組みとして長期で持続し
ていくのは疑問点がでてくると思う。買い物だけ
ではなく一人暮らしの方が増える要素が高い。医
療関係も含め市で各家庭にタブレット設置をして
買い物・医療を一体的に考えて取り組んではどう
か。

　市民と行政との協働の
まちづくりを推進し、市民
と行政が共に地域の特
性を活かし、持続可能な
地域社会の構築に向け
た、地域の自立とまちづ
くり担い手の育成及び市
民協働による地域間の
連携を推進することによ
り市全体の活性化が期
待できます。

事業名：協働のまちづくり支援事業
予算額：1,000,000円

事業内容：地域の多様な課題の解決に向け、
市民活動・団体活動等において創意工夫した
取り組みや市民が参画する新たな地域間交
流の取り組みに対し、予算の範囲内で支援。
１年目は補助率４分の３以内で補助額３０万
円が上限、２年目は補助率２分の１以内で２０
万円が上限。

事業名：地域づくり応援事業
予算額：600,000円
事業内容：魅力ある地域づくりのために地域、
団体等が自らの創意工夫により地域課題を
解決できる環境を整え、地域の自立的発展を
図るために実施する地域づくり事業に対して
の補助、補助率は１０分の９以内で１０万円を
上限とし、２年を限度とする。

協働のま
ちづくり
事業

　市民が自ら考え行動す
ることにより、市民参画
や地域間交流の推進、
地域将来像の創造等の
自主的な取り組みを進め
る必要があることから、
市民と行政が共に地域
における課題の解決と地
域の魅力を再構築する
取り組みが必要となって
います。

　地域における課題の解
決に向け、市民団体等
が創意工夫をした取り組
みや、市民が参画する地
域間交流等の新たな市
民ニーズに対応するた
め、市民活動の支援（市
民講座や相談等）を行い
ます。

ＮＰＯ・ボラン
ティア活動の
割合：
12.1％（平成
30年度市民ア
ンケート）

ＮＰＯ・ボラン
ティア活動の
割合：
17.0％

事業名：協働のまちづくり支援事業
予算額：1,000,000円
事業内容：地域の多様な課題の解決に向け、市
民活動・団体活動等において創意工夫した取り
組みや市民が参画する新たな地域間交流の取
り組みに対し、予算の範囲内で支援。１年目は補
助率４分の３以内で補助額３０万円が上限、２年
目は補助率２分の１以内で２０万円が上限。申請
案件は、本会議で審査する。なお、昨年度まで国
において、優遇された補助事業があったため、そ
の補助事業へ誘導しており、件数は０件だった
が、今年度から国補助の要件が厳しくなったこと
ため、本補助事業への切り替えも見込まれるの
で、関係団体への周知し、積極的な活用を促す。

事業名：地域づくり応援事業
予算額：600,000円
事業内容：昨年度から魅力ある地域づくりのため
に地域、団体等が自らの創意工夫により地域課
題を解決できる環境を整え、地域の自立的発展
を図るために実施する地域づくり事業に対しての
補助、補助率は１０分の９以内で１０万円を上限
とし、２年を限度とする。昨年度は４団体が活用
し、大学生との交流事業やイルミネーション事業
等に対して補助を行った。

事業名：協働のまちづくり支援事業
交付額：300,000円

補助件数：1件
団体：これからの田村市の観光を考える会（初年
度）
実施事業名：田村市の観光活性化と観光ボラン
ティアガイド養成事業

事業名：地域づくり応援事業
交付額：509,000円
補助件数：6件
団体：牧野農を活かしたまちづくりの会
実施事業：農を活かした交流拠点整備事業
ほか5事業に対して交付。なお、コロナ感染拡大
防止による事業中止が理由で1団体取り下げ

【ＫＰＩに対する実績】
ＮＰＯ・ボランティア活動の割合：3.9％
※市民満足度調査より
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現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：結婚世話やき人座談会、婚活イベン
ト
予算額：400,000円

事業内容：予算をかけない範囲で結婚世話や
き人主体の座談会を年に数回予定。世話やき
人同市のコミュニケーション強化、孤立解消が
狙い。また、男女の出会いの場創出イベント
開催を予定。

出会いの
場創出
事業

　田村市は出生率の低
下等により生産人口が
減少しています。原因と
なっている未婚化、晩婚
化を改善するために、結
婚の推進を目的とした独
身男女の出会いのきっ
かけを応援する雰囲気
の醸成、地域や事業所
等の結婚支援体制の充
実が求められています。

　少子化・定住化対策の
一環として、婚姻率の向
上を目指し、「男女が出
会う」機会を提供する婚
活事業を支援します。
　また、地域や民間事業
所、ふくしま結婚・子育て
応援センターと連携を図
るとともに、市民から結
婚世話やき人を募り活動
することにより、結婚へ
つなげることで若者の定
住促進を図ります。

支援よるマッ
チング数：
9組/年（平成
30年度実績）

支援よるマッ
チング数：
15組/年

　結婚世話やき人を市民
等から募り、イベントの広
報活動やキーパーソン
の役割を担うことで、市
民レベルでの婚活推進
意識の醸成が見込まれ
ます。
　また、婚活実施団体へ
の助成に加え、結婚世
話やき人など関係者を対
象にワークショップを開
催し、婚活イベントの質
の向上が図られ、婚姻率
の向上が期待されます。

出会いの場創出で、進出企
業、工業団地と連携しイベ
ント開催ができないか。進
出企業等の結婚、独身の実
態。

有効な手段であると考えて
いる。関係課を通じ、企業
等と協議しながら、検討して
いく。

事業名：はぴ福なび登録事業
予算額：500,000円
事業内容：13人の結婚世話焼きのスキルアップ
を図るため、講習会の開催や他自治体の成功事
例などを学ぶ機会を設定し、活動意欲の向上と
有効な手法を会得してもらい、マッチングにつな
げる。

事業名：結婚世話やき人研修会及び若者との意
見交換会
総事業費：115,000円

事業実績：講師による講演「現代の婚活事情と
結婚希望者への対応方法」及び結婚世話やき人
と若い世代代表による意見交換会を開催。結婚
世話やき人の意識改革、活動意欲向上につな
がった。14

子
育
て
・
少
子
化
戦
略

経
営
戦
略
室

経
営
戦
略
室

３－１
(32ペー
ジ)

15

子
育
て
・
少
子
化
戦
略

保
健
課

保
健
課

３－２
(33ペー
ジ)

　妊娠を希望するが、不
妊治療をためらっている
夫婦が安心して不妊治
療を受けることができる
ように経済的な支援をす
ることにより、出生数の
増加が期待されます。

事業名：特定不妊治療費助成事業
予算額：1,000,000円

事業内容：妊娠を望む夫婦の治療費助成

不妊治
療助成
事業

　子どもを持ちたいが妊
娠に至らないことから不
妊治療の受診希望があ
るが、高額なため経済的
負担が大きく治療に至ら
ない現状にあります。

　子どもを持ちたい夫婦
の希望を実現させるた
め、不妊治療費の一部を
助成し、経済的負担の軽
減と治療を受けやすい環
境を整備する。

不妊治療申
請件数：
２人（令和元
年度）

不妊治療申
請件数の増
加

事業名：特定不妊治療費助成事業
予算額：2,000,000円
事業内容：妊娠を望む夫婦の治療費助成。

事業名：特定不妊治療費助成事業費
申請件数：６件
助成金額：1,446,100円
妊娠件数：１人
申請人数：４人

事業名：歯科保健事業
予算額：1,313,374円

事業内容：
①フッ素塗布事業　１歳６か月から３歳６か月
児までの幼児を対象に幼児健診及び歯科医
院で、合計４回の歯科健診・保健指導・フッ素
塗布を実施。
②フッ化物洗口事業　幼稚園・保育所等の４・
５歳児、小学生、中学生を対象に、こども未來
課、学校教育課と連携します。

田村っ子
元気増
進事業

　田村市の幼児から小中
学生までのむし歯の保
有率が、県・全国と比べ
極めて高い状況となって
います。また、幼児期か
ら就寝時間が遅く朝食を
とらないなど、これらの生
活習慣が心身の健康に
良くない影響を与えてい
ます。歯の健康と生活習
慣は密接な関係があり、
基本となる良い生活習慣
について啓発していくこと
が必要です。

　次代を担う子どもたち
の健やかな成長を図る
ため、特に重要な要素で
ある歯の健康と良い生
活習慣の大切さを啓発し
ていきます。さらにフッ素
を活用した子どものむし
歯予防を推進し、健康で
元気な子どもの育成を図
ります。

３歳児のむし
歯保有率：
22.4％（平成
30年度）

むし歯保有
率：
17.0％

16

子
育
て
・
少
子
化
戦
略

保
健
課

保
健
課

３－３－
①
(33ペー
ジ)

事業名：歯科保健事業
予算額：1,503,266円
事業内容：
①フッ素塗布事業　１歳６か月から３歳６か月児
までの幼児を対象に幼児健診及び歯科医院で、
合計５回の歯科健診・保健指導・フッ素塗布を実
施。
②フッ化物洗口事業　幼稚園・保育所等の４・５
歳児、小学生、中学生を対象に、こども未来課、
学校教育課と連携し実施。

事業名：歯科保健事業
事業実績：956,642円

①フッ素塗布事業実施状況
集団塗布
１歳６カ月児　11回　　135人
２歳６カ月児　　　11回　　164人
３歳児（3歳半）　１１回　178人
個別塗布（歯科医院）
１歳６カ月　　塗布率　52.3％
２歳６カ月数　塗布率　41.7％
②フッ化物洗口事業
幼稚園・保育所等の４・５歳児（９施設）、
小学校（11校）、中学校（6校）を対象に実施。
実施人数　2,822人

虫歯保有率
１歳６カ月児　0％
２歳６カ月児　5.6％
３歳６カ月児　19.4％
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　子どもが良い生活習慣
で育つことは、健康な身
体づくりやこころの安定し
た成長に大きな役割を果
たします。さらに、むし歯
予防には、規則正しい食
習慣や歯磨きの習慣で
大きな予防効果が期待
できます。生涯健康な歯
を保つ基礎が作られれ
ば、高齢期になっても介
護になりにくく、健康寿命
が長くなる効果も期待で
きます。

　子どもたちの安全・安
心な居場所を設け、学習
活動やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活
動などの取り組みを実施
することにより、子どもた
ちの社会性、自主性、創
造性等豊かな人間性を
育むとともに、保護者に
とっても就労の機会が増
え、就労の選択肢や時
間的な幅が生まれること
が期待できます。

①放課後児童クラブが開設
されていない小学校区があ
るが、めだか終了後の16:00
頃以降、他の小学校区の放
課後児童クラブに通ってい
る児童はいるか。
また、放課後児童クラブが
開設されていない小学校区
の保護者から、開設の要望
等はあるか。

②事業予算額の明細と対
象児童数は？

①他の小学校区の放課後
児童クラブへは2校より13名
が市事業による送迎支援事
業を活用して通っている。
今年度より開設されていな
い小学校区の児童を対象
に送迎支援事業を実施して
いる。現在のところ、保護者
からの開設の要望はない。

②市の放課後児童健全育
成事業については民間の
知識やノウハウの活用によ
る良質なサービスの提供を
期するための民間2事業所
に対し151,766千円を投じ業
務運営委託を実施してい
る。
延べ15施設において登録
児童595名を対象に適切な
遊びや生活の場を提供して
いる。

事業名：学童・幼児預かり保育運営業務委託
予算額：142,567千円

事業内容：幼児預かり保育（6施設）・学童保
育（9施設）の業務運営を民間の知識やノウハ
ウの活用による良質なサービスの提供をする
ため、民間事業者へ委託する。

事業名：放課後児童クラブ用プレハブ賃貸借
事業
予算額：6,693千円
事業内容：船引地区の学童ニーズに対応する
ためプレハブ賃貸借を締結し、1施設2支援の
運営を実施する。

放課後
児童健
全育成
事業

　女性の社会進出、共働
き世帯の増加などにより
昼間家庭で子どもを養育
ができない家庭が増えて
きており、放課後の子ど
もの養育場所の確保が
課題となっております。
　授業の終了後に放課
後子ども教室（めだかの
学校）を実施しています
が、開設時間が午後４時
頃までとなっており、保
護者にとっては、下校
後、家庭に子どもだけで
いることでの事故等の不
安などにより、就労が終
了まで子どもを安全に預
かる放課後児童健全育
成事業（放課後児童クラ
ブ）に対するニーズは高
くなっています。

　保護者が労働等によ
り、昼間家庭にいない小
学校に就学している児童
に対し授業の終了後又
は、放課後子ども教室
（めだかの学校）終了後
から夕方まで、市の施設
を利用し、適切な遊びと
生活の場を与えて児童
の健全な育成を図りま
す。

市内３小学
校・幼稚園の
放課後対策
時間外子ども
預かり事業：
０学校区（令
和元年度）

市内３小学
校・幼稚園の
放課後対策
時間外子ども
預かり事業：
３学校区

事業名：学童・幼児預かり保育運営業務委託
予算額：151,766,000円
事業内容：幼児預かり保育（6施設）・学童保育（8
施設）の業務運営を民間の知識やノウハウの活
用による良質なサービスの提供をするため、民
間事業者へ委託し実施している。

事業名：放課後児童クラブ用プレハブ賃貸借事
業
予算額：10,823,000円
事業内容：船引地区の学童ニーズに対応するた
めプレハブ賃貸借を締結し、1施設2支援の運営
を実施する。

事業名：学童・幼児預かり保育運営業務委託
事業費：142,567千円

事業内容：幼児預かり保育（6施設）・学童保育（9
施設）の業務運営を民間の知識やノウハウの活
用による良質なサービスの提供をするため、民
間事業者へ委託する。

事業名：放課後児童クラブ用プレハブ賃貸借事
業
事業費：5,577千円
事業内容：船引地区の学童ニーズに対応するた
めプレハブ賃貸借を締結し、1施設2支援の運営
を実施する。

【ＫＰＩに対する実績】
令和２年度実績：０学校区

7/11



列番号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：保育所整備事業補助金
予算額：262,059千円

事業内容：現在の船引保育所の老朽化、また
保育需要の増加から定員超過となっているた
め、民間活力による民設置民営型の認可保
育所を整備することにより、保育事業の安定
化と利用者のサービス向上を図る。（令和4年
度開所予定）

事業名：教育・保育施設等給食費助成金交付
事業
予算額：17,280千円
事業内容：保護者の経済的負担の軽減を図
るため、教育・保育施設等を利用する児童の
給食の提供に要する費用を4,800円を上限に
助成する。

事業名：多子世帯保育料無償化事業
予算額：2,789千円
　現行制度では第3子以降の保育料を国にお
ける利用者負担上限基準に応じて負担軽減
が図られているが、市独自にこれらの減免措
置を0歳から2歳までのすべての第3子以降の
児童を対象に無償化する。

保育サー
ビス向上
事業

　田村市では、少子化が
進む中、核家族化の進
行、女性就労の増加、就
労形態の多様化などに
より、保育に対するニー
ズは高まっており、保育
所等の入所を希望しな
がら入所できない待機児
童が、令和元年12月に
は15人となっており、子
育て支援の質・量の充実
が求められています。

　多様な保育ニーズへ対
応し、安心して子どもを
産み育てることができる
環境整備のため、保育
サービスの充実・向上を
図ります。

待機児童：
１５人（令和元
年12月）

待機児童：
０人

　増加する保育需要や多
様なニーズに対応するこ
とで、安心して子どもを
産み育てられる保育環
境整備を実現するととも
に、女性の社会進出や
就労促進が期待されま
す。

事業名：保育所整備事業補助金
予算額：58,822,000円
事業内容：令和4年度からの民設民営よる認可
保育所開設に向け、設置運営補助事業者である
公益財団法人星総合病院において令和3年度の
開所を目指す。

事業名：教育・保育施設等給食費助成金交付事
業
予算額：4,781,000円
事業内容：保護者の経済的負担の軽減を図るた
め、教育・保育施設等を利用する児童の給食の
提供に要する費用を800円上乗せし4,800円とし
助成する。

事業名：保育所整備事業補助金
事業費：54,523千円（令和3年度繰越）

事業内容：現在の船引保育所の老朽化、また保
育需要の増加から定員超過となっているため、
民間活力による民設置民営型の認可保育所を
整備することにより、保育事業の安定化と利用者
のサービス向上を図る。（令和4年度開所予定）

事業名：教育・保育施設等給食費助成金交付事
業
事業費：15,909千円
事業内容：保護者の経済的負担の軽減を図るた
め、教育・保育施設等を利用する児童の給食の
提供に要する費用を4,800円を上限に助成する。

【ＫＰＩに対する実績】
待機児童23人（Ｒ２．３．３１時点）
※Ｒ３．４．１時には０人
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　様々な体験を通すこと
で学校での学びがより豊
かに広がりを持ったもの
となります。また、子ども
たちの学びへの意欲の
向上し、地域の大人との
触れ合いが増えること
で、コミュニケーション能
力や社会性が育まれる
とともに、地域を大切に
する心が育まれます。
　学校や先生方にとって
は、地域のボランティア
の支援を受けて教育活
動が豊かになり、自分た
ちの知識や技能をさらに
向上させようとする意欲
が生まれ、学校と地域の
信頼関係が構築されると
もに、教員が子どもと向
き合う時間が確保される
効果が期待できます。
　さらには、ボランティア
（地域）にとっても、自分
の経験や知識を活かす
ことができ、生きがいづく
りや新たな自己表現につ
ながり、地域全体が活性
化します。

①学校支援地域本部事業
による学校支援ボランティ
アの方々には、たいへんお
世話になっており、ありがた
く思う。少子化による児童生
徒数の減少、つまりPTA会
員数の減少により、校内の
草刈りなどの環境美化が時
間内に終わらないという実
態もある。
環境整備・環境美化でご協
力いただけるボランティアの
方が増えると、さらにありが
たい。

②「登下校時の見守り」につ
いては、保護者の負担が増
している。仕事の時が迫っ
ている中、やりくりするのは
大変という声を聞く。これに
ついては、継続か否かの分
岐点に差しかかっていると
思われるので、行政の判断
を望みます。

①特に小規模校の環境美
化（草刈り等）は相当の労
力が必要となっており、学
校・PTAのみならず地域（ボ
ランティア等）の協力が不可
欠な状況になっている。
一方で、ボランティアの方々
には、「できる人が・できる
時に、できることを」お願い
しており、ボランティア方が
負担に感じないよう、また調
整を行うコーディネーターに
も同様な配慮が必要である
と考えている。
ボランティアの個々の力に
は限界があることから環境
整備も含め、学校支援の必
要性をより多くの地域の方
に理解していただくこと、そ
して多くの方がボランティア
に登録し地域全体で学校を
支えていくことが重要なの
で、地域本部を中心に、地
域と繋がりや連携を深めて
いきたいと考えている。

②登下校時における安全対
策については、学校、保護
者（ＰＴＡ）、地域が連携して
見守りを行い、児童・生徒の
安全が確保されております
が、共働きや働き方の多様
化によって保護者の負担が
増えており、ボランティアな
どの活用が必要であると考
えている。
行政としては、学校支援ボ
ランティアの活用も含め、登
録者の増加を図り、児童・
生徒の成長を地域全体で
支えていきたいと考えてい
る。

○：登下校時の見守りに関し、交通安全母の会と
校門前で先生や地域の方が行っている見守りが
あるが違いは何か。
◆：学校からは地域住民の方の知識や能力を活
かすことによる教育活動の充実のため、学校支
援ボランティアの要請があり、登下校の見守りも
学校支援の一つであります。地域コーディネー
ターは学校からの要望に応えるためボランティア
登録されている方との連絡調整をしています。交
通安全母の会とは異なるものであります。
○：交通安全母の会の存続が危うくなってきてい
る。登下校時の見守りを行政が行っているので
あれば母の会は廃止したいとの声が。重複して
いるのでは？行政と母の会で話し合いをしてみ
てはどうか。

事業名：地域学校協働支援本部
予算額：4,378,000円

事業内容：学校運営協議会と連携し、地域と
学校が教育に関する課題や目標を共有する
ことで、地域全体で子供を育てる意識の醸成
を図るとともに、地域の教育力の向上を目指
す。

【事業予定】
登下校時の見守り、校外学習時の安全監視、
学校畑を活用した収穫体験、体験支援活動、
昔遊び体験、地元イベントと連携した活動など
予定。

学校支
援地域
本部事
業

　地域における教育力の
低下、家庭の孤立化等
の課題や、学校を取り巻
く問題の複雑化・困難化
に対して社会総がかりで
対応することが求められ
ています。そのためには
地域の実態等に応じ、教
育活動の実施に必要な
人的・物的な体制を家庭
や地域の人々の協力を
得ながら整え、地域学校
協同活動を進めることが
重要です。

　学校を支援するボラン
ティア活動を発展させ、
組織的に取り組むことに
より、教育活動の充実を
図るとともに、地域住民
の学習成果の活用機会
の拡充及び地域全体の
教育力の活性化を図る
ことを目的に、各地区に
コーディネーターを置き、
学校からの要望に応じて
ボランティアを派遣しま
す。

ボランティア
登録者数：
470人（延べ）
（平成30年
度）

ボランティア
登録者数：
517人（延べ）

事業名：地域学校協働支援本部
予算額：4,037,280円
事業内容：学校運営協議会と連携し、地域と学
校が教育に関する課題や目標を共有すること
で、地域全体で子供を育てる意識の醸成を図る
とともに、地域の教育力の向上を目指す。

今年度事業（予定）：登下校時の見守り、学校畑
を活用した収穫体験、体験支援活動、昔遊び体
験、地元イベントと連携した活動など予定。

事業名：地域学校協働支援本部
決算額：2,646,551円

事業内容：学校運営協議会と連携し、地域と学
校が教育に関する課題や目標を共有すること
で、地域全体で子供を育てる意識の醸成を図る
とともに、地域の教育力の向上を目指す。

【支援実績】
滝根地域　613回
大越地域　280回
都路地域　229回
常葉地域　311回
船引地域　170回
移地域　61回
船引南地域　452回

主に登下校時の見守り、体験支援活動、昔遊び
体験事業等。

【ＫＰＩに対する実績】
ボランティア登録者数４８１人（Ｒ２年度）
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現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）
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対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
未実施

実績なし

グリー
ン・ツーリ
ズム活性
化事業

　田村市には、田舎生活
を楽しむためのグリー
ン・ツーリズムに取り組
む団体や個人が少なく、
基幹産業である農林業
を活かした交流や、自然
豊かな地域資源を市内
外に周知する機会が少
ない状況にあります。将
来的な移住・定住の促進
を目指すため、田村市だ
からこそできる体験・交
流を企画し実施すること
で、市内外から人を呼び
込み、田村市を訪れる
きっかけを作ることが必
要です。

　グリーン・ツーリズムを
通じて交流人口の拡大
を図り、田村市の豊かな
自然や魅力ある人材を
広く周知することで、地
域の活性化と移住・定住
を促進します。
　継続的に活動するため
田村市グリーン・ツーリ
ズム連絡協議会が中心
となり、受入れ側の人材
の確保と育成を行うとと
もに、収益性の確保を目
指した事業展開を企画
し、安定的な集客・経営
を支援します。

交流人口：
約270人／年
（令和元年
度）

交流人口：
約300人／年
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　交流人口を増加させる
ことにより、将来的に移
住・定住する選択肢とし
て田村市が選ばれる可
能性を広げることが期待
されます。
　また、グリーン・ツーリ
ズムの産業化による所
得の増加や交流の機会
の提供により生きがいの
創出が図れます。

①グリーンツーリズムの活
性化に、例えば「田村市応
援大使」を任命、田村市ゆ
かりの著名人など、アピー
ルしてもらう。

②新型コロナウイルス感染
症拡大防止に努めながら、
どうやってグリーンツーリズ
ムを呼び込むか？対策が
あれば教えてほしい。

③移住・定住促進事業と併
せた戦略が必要と思われ
る。

①田村市観光大使の制度
があるので、グリーンツーリ
ズムをアピールできる方、と
いう視点での人選・委嘱を
検討していく。

②呼び込むというのは感染
拡大防止の観点から行えて
いないが、大人数ではなく
個別でできるコンテンツを開
発していきたい。また、HP
やfacebookを用い、アフター
コロナに向けた魅力発信に
より将来の集客を目指して
いきたい。

③事業に参加された方と継
続した関係性をつくり、移住
を目指していく。その際に
は、移住・定住促進事業の
移住相談ワンストップ窓口
やお試し居住などを活用
し、一体的に進めていく。

○：グリーン・ツーリズム活性化事業について、
田村市のイメージアップとして観光大使の制度が
適任でないとは思わないが田村市出身の方（何
年か前までは芸能人）に田村市を応援してもらえ
ればいいと思う。
◆：田村市の観光大使は田村市関係者が望まし
いとあるが今現在、大阪観光局理事長　溝畑宏
さんに委嘱させて頂いた。田村市にゆかりのある
方ではないが田村市の市政をツアー化しようとい
う提案がある。現実的に実のある事業を実施す
る為にも田村市に近い方についても観光大使の
委嘱を検討している。
○：姉妹都市（中野区）との友好交流関係の見直
しを。国内での山村留学制度は検討した事があ
りますか？全国では55市町村が行っている。交
換ではなく一方的に来てもらう事で交流人口が
増え将来的にサポーターを増やす事につながる
のではないか。
◆：中野区とは昨年度までもモニターツアーなど
で繋がりがあり、観光関係の部署に田村市から
職員を派遣している。中野区役所にも田村のグ
リーン・ツーリズムツアーのポスターが掲示され
ておりPR活動は継続中。
　　山村留学については小規模ではあるが実施
はしている。グリーン・ツーリズムの連携協議会
の組織と受入れ体制を充実していく事が目標と
なっているので整備された場合受入れの対応で
きるよう検討中。

　訪日外国人旅行（イン
バウンド）対策を実施す
ることで、市内の観光産
業及び観光関連産業の
所得が向上することが期
待できます。
　また、外国人旅行者が
地域へ訪れることで国際
交流の機会が生まれ、
地域の活性化が期待で
きます。

外国人旅行者及び居住者
を田村市のインフルエン
サーとしてとらえるならば、
彼らへの「アンケート」や施
設利用、飲食等の補助（割
引）は効果的。また、田村市
を含めた「あぶくま山地」は
海外でのPR活動は殆ど皆
無なので頑張ってもらいた
い。

外国人旅行者及び居住者
へのアンケートや割引事業
の実施及び地域事業者へ
の成果の共有について検
討していく。
海外ＰＲについては、アフ
ターコロナを見据えてタイミ
ングみながら実施していく。

事業名：グリーンツーリズム交流事業
予算額：2,000,000円

事業内容：
市外在住者に向けたモニターツアーを実施
し、田村市の魅力をPRする。
併せて市内の既存資源をツアー等に盛り込め
るようなコンテンツとなるよう磨き上げ事業を
実施する。

事業名：グリーンツーリズム活性化事業
予算額：2,700,000円
事業内容：
市外在住者に向けたモニターツアーの実施やＨ
Ｐを活用した情報発信を行い、田村市の魅力を
PRしていく。
併せて市内の魅力について整理を行い、協議会
と連携しながら、ツアー等に盛り込めるようなメ
ニューを検討していく。

事業名：グリーンツーリズム活性化事業

＜都路体験日帰りバスツアー＞
開催月日：令和2年11月7日（土）
参加者数：17名
ツアーコース：亀石 → 行司ヶ滝 → よりあい処華
→ ホップジャパン（グリーンパーク） → ふぁせる
たむら
総事業費：464,410円

参加者アンケート結果では、大半の参加者から
高評価を得た。

第2回目以降は新型コロナウイルス感染症の影
響により開催中止。（計画4回）

事業名：あぶくま洞のアジア圏に向けたインバ
ウンドプロジェクト
予算額：11,100,000円

事業内容：新型コロナウイルス感染症に配慮
し、アジア圏の外国人を対象としたオンライン
ツアーを開催して、本市の観光資源を幅広くＰ
Ｒする。
また、新型コロナウィルス感染症の状況を踏
まえながら、外国人雇用受け入れを検討す
る。
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外国人あぶく
ま洞入洞者
数：
約1,600人／
年（令和元年
度末）

外国人あぶく
ま洞入洞者
数：
約2,000人／
年

○：観光地あぶくま洞の景観について、今後の解
決方法としては田村市全体の地域力をあげる為
に必要なのか景観条例を定めるのもひとつの手
段なのかと考えるべき。SNSの発信力について、
HPに発信したからと言って皆が見る訳ではなく
発信力の問題。情報の使い方、資産の継承の仕
方をしっかりしていくともっと面白いものができる
のでは？
　　自治体が外部委託になってきていてカラーが
でてこない施策が多くなってきている気がする。
市役所職員が全面にでて活躍できる雰囲気が少
なくなっている。地域の停滞を招いている最大の
原因では？
◆：観光地の景観、市道関係・廃墟があったりと
観光の玄関口として綺麗になっているべきであ
る。近隣の方の協力もあり草刈りを実施、徐々に
ではあるが環境整備については今後も協力を頂
きながら進めていきたい。
　　SNSの活用の仕方、新しく作るのではなく今
ある地域資源の見つめ直し、検討を重ねていき
たい。情報発信について、県内においては露出
度が高めになってきているが外部に発信する材
料の企画・提案は大事な部分。
　　災害における発信手段としてLINE・ツイッ
ター・facebookを運用している。扱う年代、ター
ゲットも異なる事から考慮したうえで観光、市政
情報等発信していきたい。
○：外国人の方に田村市の発信をお願いできな
いのか。
◆：田村市の知識がある方についてはご協力頂
ければと考えている。

インバウ
ンド振興
事業

　国内の観光需要は減
少が予想されるなか、訪
日外国人旅行（インバウ
ンド）は増加が予測され
ている。田村市において
は、外国人の受入態勢
や、外国へのプロモー
ションがまだまだ十分で
なく、インバウンドに対応
することで市内の観光消
費額の増加を図る必要
があります。

　外国人の受入態勢を
整備するとともに、外国
へのプロモーションを実
施することにより訪日外
国人旅行（インバウンド）
を増加させます。

事業名：あぶくま洞再生構想実施設計業務
予算額：68,000,,000円

事業内容：あぶくま洞緑地整備実施設計等業
務委託
入場施設等実施設計
縁日施設実施設計
倉庫実施設計
カブトムシブース実施設計
レストハウス釜山改修実施設計

　動線整理などを行い、
施設を効果的に配置す
ることによって、施設内
における滞在時間を延
ばし、収入増が図られま
す。
また、入洞者数を増や
し、その入洞者を市内周
観光ルートへ導くとともに
田村市ブランド認証産品
などの消費額向上を図
ることによって、市内の
観光産業及び観光関連
産業の所得向上が期待
されます。

あぶくま洞入
洞者数：
約220,000人
／年

あぶくま洞入
洞者数：

約200,000人
／年（平成30

年度末）

４－１－
③

(37ペー
ジ)

観
光
交
流
課

観
光
交
流
課

関
係
人
口
創
出
戦
略

22

　あぶくま洞敷地内の動
線整理など施設及び空
間の現代的な再整備を
することにより収入アップ
を図るとともに、本市の
誘客拠点として、更なる
入洞者数の増加に結び
付けます。

事業名：　－
予算額：　－
事業内容：　－

令和３年度以降、実施設計、リニューアル工事着
手予定。

　あぶくま洞は、長期に
わたって多様な施設整
備がなされてきたことに
よる施設の老朽化や今
日の利用形態に合わな
い施設の混在が課題と
なっています。また、東
日本大震災後に大幅に
落ち込んだ入洞者数は、
徐々に回復してはいるも
のの、震災前の数には
程遠く、伸び悩んでいる
状況にあります。施設の
性質や少子高齢時代の
到来により、今後、大幅
な増加は見込めない現
状にあることから、入洞
料収入のみならず、地域
ブランド産品の販売促進
により収入をアップさせ
る仕組みづくりを目指す
とともに、動線整理など
施設及び空間の現代的
な再整備をすることで入
洞者数の増加を図る必
要があります。

あぶくま
洞敷地
再整備
事業

事業名：インバウンド振興事業
予算額：11,100,000円
事業内容：
今年度においては、新設した市観光ＨＰを活用
し、魅力を発信していく。外国人の求めるものを
把握するためにも、外国人インフルエンサーを活
用したマーケティング事業も進めていく。
新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえなが
ら、外国人雇用受け入れの際に必要となる環境
を整えていく。

9/11
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期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）
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事業名：地域振興型地域おこし協力隊事業(経営
戦略室分)
予算額：14,077,440円
事業内容：地域振興型地域おこし協力隊3名の
導入
　 移住定住・空き家窓口・地域産品の磨き上げ
など、現在市の課題となっている案件の解決に
向け、地域おこし協力隊を３名募集する。なお、
これらの運営について、事業者を公募した結果、
一般社団法人switchが受託者に決定し、地域お
こし協力隊の活動マネジメントを行っており、現
在１名（７/1から１名追加予定）の隊員が活動し
ている。

事業名：地域おこし協力隊運営事業（観光交流
課分）
予算額：12,000,000円
事業内容：地域おこし協力隊3名の導入
　地域外から来た人材が地域協力活動を行う
「地域おこし協力隊」３名に観光振興を目的とし
て活動いただく。
　グリーンパーク都路・地ビール、スカイパレスと
きわ・ムシムシランド、あぶくま洞等のプロモー
ション・活性化を活動内容とする。

事業名：１次産業による持続的関係人口構築戦
略
総事業費：9,790,000円
事業内容：田村市１次産業を通じた長期的・持続
的関係人口構築による、田村市１次産業従事
者・移住者獲得を推進する事業。

事業名：地域振興型地域おこし協力隊事業
(経営戦略室分)
予算額：17,600,000円

事業内容：地域振興型地域おこし協力隊3名
を追加導入。移住定住・空き家窓口・地域産
品の磨き上げ、地域拠点交流事業など、現在
市の課題となっている案件の解決に向け、地
域おこし協力隊を３名募集する。なお、7月上
旬に1名着任予定。

事業名：地域おこし協力隊運営事業（観光交
流課分）
予算額：19,600,000円
事業内容：地域おこし協力隊3名の導入。地域
外から来た人材が地域協力活動を行う「地域
おこし協力隊」３名に観光振興を目的として活
動いただく。グリーンパーク都路・地ビール、
スカイパレスときわ・ムシムシランド、あぶくま
洞等のプロモーション・活性化を活動内容とす
る。

事業名：１次産業による持続的関係人口構築
戦略（2021年度地方創生推進交付金事業）
総事業費：18,100,000円
事業内容：田村市１次産業を通じた長期的・
持続的関係人口構築による、田村市１次産業
従事者・移住者獲得を推進する事業。

事業名：地域振興型地域おこし協力隊事業(経営
戦略室分)
総事業費：9,848,421円

事業内容：地域振興型地域おこし協力隊3名を導
入。移住定住・空き家窓口・地域産品の磨き上げ
など、現在市の課題となっている案件の解決に
向け、活動。
設置委託：一般社団法人switch

事業名：地域おこし協力隊運営事業（観光交流
課分）
総事業費：5,598,404円
事業内容：地域おこし協力隊新規導入はなかっ
たが、既存隊員2名がグリーンパーク都路・スカ
イパレスときわを拠点に観光振興活動。
設置委託・NPO法人くらクタ

事業名：移住チャレンジプラットフォーム構築事
業（2019年度繰越し地方創生推進交付金事業）
総事業費：8,998,000円
事業実績：オンライン・参加型コンテンツ及び農
業体験ツアー実施により、田村市の居住意欲度
（地域ブランド調査）が前年の976位から779位に
向上。

事業名：1次産業による持続的関係人口構築戦
略（2020年度地方創生推進交付金事業）
総事業費：9,790,000円
事業実績：オンライン・参加型コンテンツ実施に
より得られた関係人口数KPI50に対し、実績195
件。次年度以降、移住につなげるよう、関係継続
を図る

【ＫＰＩに対する実績】
令和2年度ポータルサイトアクセス数：21,851件

事業名：ふるさとたむら応援寄附金事業
予算額：84,832,000円

ふるさと納税事業を通じて、全国の方に田村
市を知ってもらい、認知度向上を目指すととも
に、自主財源確保に向けた取り組みを推進す
る。

ふるさと
納税事
業

　田村市の人口減少は
著しく、今後自律的な地
域経営を行っていくため
には地域の応援者・地域
づくりの担い手となりうる
関係人口を全国にどう構
築するかが喫緊の課題
となっています。
　さらに、株式会社ブラン
ド総合研究所が実施した
地域ブランド調査2019に
よれば田村市の知名度
は全国１０００団体中８５
７位となっており、知名度
が低い現状にあります。

　ふるさと納税事業を通
して、全国に住むみなさ
んに田村市を知ってもら
うきっかけを作り認知度
向上を目指します。ま
た、寄附者への継続的な
情報発信を行うことで、
田村市に心を寄せてくれ
る・関わってくれる人口を
増やします。

寄付者数：
5,315人（延
べ）（平成30
年度）

寄附者数：
20,000人（延
べ）

事業名：ふるさとたむら応援寄附金事業
予算額：33,427,000円
事業内容：ふるさと納税事業を通して、全国に住
むみなさんに田村市を知ってもらうきっかけを作
り認知度向上を目指す。また、寄附者への継続
的な情報発信を行うことで、田村市に心を寄せて
くれる・関わってくれる人口を増やす。

事業名：ふるさとたむら応援寄附金事業
寄附金額：158,844,909円

R1元年度は、3,304名の寄附者数であったが、R2
年度は、12,613名の全国の方より寄附をいただ
いた。前年度以上に多くの皆様かに田村市を
知っていただくきっかけとなったと推察している。

昨年度のふるさと納税実績
額と本年度のこれまでの実
績は？

平成３１年度　５６，２２０，１
５３円
令和２年度　１５，６５８，００
０円（６月末現在）

　ふるさと納税は、寄附
を通して自治体を応援す
る制度です。平成３０年
度は全国で２３２２万件
の寄附があり全国的に
注目が高まっている状況
です。ふるさと納税事業
を通して田村市の知名
度を高めるとともに市の
現状や取り組みについて
周知を図ることで、心を
寄せてくれる・関わってく
れる人口を増やすことが
期待できます。
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４－２－
②
(39ペー
ジ)

　移住・定住の促進に加
え、市外の方との交流に
より、児童・生徒等が郷
土に誇りを持つ教育の推
進とＦターン※制度など
の活用による若年層の
故郷回帰が促進できま
す。また、地域資源を活
かした観光振興やインバ
ウンドの推進による交流
人口の拡大に加え、本
市の魅力を市民と共有し
ながらシティプロモーショ
ンを推進することにより、
田村市ファンやふるさと
納税寄附者の獲得が期
待されます。
※Ｆターンとは福島県が
独自に、福島県へのＵ
ターン、Ｉターン、Ｊターン
を総称して呼んでいるも
のです。

「地域おこし協力隊」の活動
が見えない。PR不足では？

現在、田村市には、県募集
枠である起業を目的とした３
名を含め、合計７名の地域
おこし協力隊がいる。隊員
は募集目的に沿ってそれぞ
れ活動をしているが、これら
の方々を有機的につなげる
ことで、様々な事業を展開
することが可能になると考
えられるので、今後、交流
会等を開催し、方向性を導
き出したいと考えている。
毎月の市政だよりにより、
地域おこし協力隊の紹介や
活動をお知らせしている
が、今後ホームページや
SNS等を活用しPRを図って
いく。

○：地域おこし協力隊について、ホップジャパン
で働いている若い方が時々テレビに出ているの
を見かける。田村市のイメージアップにも繋がる
のでとても良い事。地域おこし協力隊のような若
い方を採用するのは民間では難しい。田村市の
為になるようなビジネスを今考えれば、例えば特
産物を作りたいから地域おこし協力隊の方を派
遣してほしいというお願いはできるのかどうか。
◆：地域おこし協力隊については田村市では７名
活用している。ホップジャパンのように地域の企
業で活躍している事例もある事から運用方法を
再度詰める必要はあるかと思うが今後検討して
いきたい。地域おこし協力隊は有効な人材、活
用していきたいが裏には人材の問題もあり熱心
な方ばかりではなく、国の調査例によると６割程
度しか残らず４割程度の方は期間が終わると（期
間途中でも）帰ってしまうという問題が。全国の実
情も踏まえながら検討していきたい。

つながる
関係人
口創出
事業

　関係人口は、地域コ
ミュニティの維持、活性
化を図るうえで貴重な人
材であり、将来的に移住
や二地域居住に結びつく
可能性があることから、
様々な形で本市を応援し
ていただいている方々と
の結びつきを強化すると
ともに、これらを創出する
ための最適な仕組み作
りを検討します。

　関係人口の創出を通じ
た将来的な移住・定住を
生み出す仕組みの構築
を目指し、官民連携での
事業推進体で、首都圏・
都市部の若者と継続的
な関係性を持つことがで
きる環境を整え、若者が
求める地域との関わり方
を体験できる取り組みを
実施します。また、地域
おこし協力隊などの外部
人材を積極的に受け入
れ地域の活性化を図りま
す。

ポータルサイ
トアクセス数：
3,600件／年
（2019年の年
間数値）

ポータルサイ
トアクセス数：
30,000件／年
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列番号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

現状値 令和２年度事業実績令和２年度実施事業 令和３年度実施事業
KPI（目標

値）
（R7.3まで）

期待される効果

第16回田村市地域創
生総合戦略会議
事前意見・質問

（前回Ｒ２．７．２９）

●第２期田村市地域創生総合戦略施策一覧

事業の概要（目的）

第16回田村市地域創生総合戦略会議
当日の主な意見・質問と各課回答

（発言者　○：委員　◆：市）
（前回Ｒ２．７．２９）

第16回田村市地域創
生総合戦略会議

事前意見・質問への各
課回答

（前回Ｒ２．７．２９）

番
号

施
策
区
分

主
担
当
課

施
策
担
当
課

施策Ｎｏ
(ページ）

対象施
策名

現状の課題
（本施策の必要性）

資料1

事業名：地域の特性を活かしたブランディング事
業（仮称）
予算額：未定
事業内容：市で委嘱している経営戦略室アドバイ
ザーからの助言を受け、データに基づく市の新た
な魅力を探し、デジタルを駆使したトレンド分析を
行い、これらを有機的（例えば、観光ルート開発・
民泊・GT体験・市産品販売促進）に結び付けるプ
ロモーション事業を検討し、田村市のファン（関係
人口）の獲得を目指す。

事業名：田村市地域ブランディング事業

令和2年9月にプロポーザルを実施し、田村市の
地域名の由来でもある坂上田村麻呂と地域の豪
族である大多鬼丸、鬼五郎、幡五郎の伝説に着
目した「オニタムラ」によるブランディングの展開
を採択。

同年12月に、ショートアニメの公開を中心とした
プレス発表会を開催。
併せて、ふるさと納税返礼品に活用可能なオリジ
ナルＴシャツ、ビール、お守り等のグッズを作成。

翌年2月に地域事業者にキャラクターの周知及
び活用に向けたキャラクター利用に関する事業
者説明会を開催。

【ＫＰＩに対する実績】
認知度順位：823位（地域ブランド調査2020）

事業名：田村市地域ブランディング事業
予算額：20,000,000円

事業内容：昨年度、策定した「オニタムラ」ブラ
ンディング事業を継承し、国内外への認知・関
心の向上に向けたプロモーション事業の展開
や、アフターコロナを見据えたインバウンド需
要を獲得するためのコンテンツ造成、ふるさと
納税の返礼品となるグッズ作成による、田村
市の認知度の向上と関係人口獲得を目指
す。

シティプ
ロモー
ション事
業

　移住・定住を促進する
ためには「田村市」が、ど
のような市なのか認知さ
れていなくてはなりませ
ん。魅力について、行政
や行政以外の事業主体
が個別に取り組み発信
するだけでは、情報が拡
散するだけであり、移住・
定住先として選択される
ような成果に結びつきに
くいものになる傾向があ
ります。

　田村市のブランドイメー
ジを高め、ポテンシャル
を活かした移住・定住及
び関係人口の創出を促
進します。

認知度順位：
857位（地域ブ
ランド調査
2019）

認知度順位：
800位（令和5
年）

①ご意見の通り、２つの事
業は密接に連動していると
考えている。昨年度から、
田村市に興味を持っていた
だく方を発掘し、データベー
ス化するため、①ふるさと納
税者と②アンケートに答え
て、市産米を味わっていた
だくキャンペーンを実施し、
今後の関係性を作る「入
口」を整備し、約3,600人の
情報を得たところ。
今後これらのデータを活か
し、市の情報等をタイムリー
に提供し、ふるさと納税や
田村市に訪れ、リアル体験
をいただくような事業展開
進めていく。

②田村市にも様々なイベン
トがあるが、核となる施設・
イベントのPRと併せ、現在
進めている田村市ブランド
認証制度など相乗効果を生
み出すイベントを検討して
いく。
また、情報の「届け方」につ
いて、SNS等を用い効率的
かつ効果的なプロモーショ
ンを展開していく。

③ご意見のとおり、田村市
の認知度向上に向け、田村
市の地域資源を見つめなお
しながら外国等（特にインバ
ウンド）も視野に入れたシ
ティプロモーション事業に取
り組んでいく。なお、市で委
嘱している経営戦略アドバ
イザーの力添えにより、現
在、タイとの交流が進んで
おり、引き続き、推進してい
く。また、ネパールは、東京
オリンピックのホストタウン
となっていることから、オリ
ンピックが終了後も関係性
の継続などを検討していく。

①～ふるさと納税とシティプロ
モーションについて～
・当該２事業については、連携
することで相乗効果が見込める
と考えている。
・例えば湯川村は人口3200 人
の村であるが、ふるさと納税額
では県内自治体で第３位であ
り、全国の約７千人の方から３
億円近い寄付を集めている。
一方で、湯川村はこの７千人を
潜在的な湯川村の関係人口と
考えており、これら寄附者を村
に呼んで交流したり、米の販売
時期にチラシを送付したりする
など、密な関係を構築しており、
ファンやリピーター、関係人口の
獲得に繋げている。
全国的な知名度を上げることも
もちろん大切ではあるが、この
ように地道なファン獲得への取
組も重要であると考える。
・地域ブランド調査は、東京の一
民間企業の取組であり、８４の
調査項目からなるが、ドラマや
映画、ポスターやチラシなどから
の情報接触経路に関する質問
が１６項目もあり、これらの広告
費が少ない自治体には不利とな
る調査であるとも考えられる。
８４項目の選定それ自体と、
ウェート付けの仕方次第で、ラン
キングは大きく変動するものと
思われる。
また、全国の市町村数が１７００
以上あるにも関わらず、調査対
象は１０００自治体のみである。
都道府県ランキングも含め、実
態を正しく表しきれていないと感
じる。
・例えば、都道府県ランキングで
考えた場合、２０１７年のブランド
調査で、福島県は、全国で３４
位、東北で５位であったが、同じ
年の移住希望地ランキングでは
全国８位を獲得し、東北では１
位、観光客入込数や観光消費
額では全国２５位以上にランク
インし、東北では２位～３位であ
る。その他の統計でも、例えば
地域内総生産では東北で２位と
なっている。
・以上から、あまりKPI としての
地域ブランド調査の認知度順位
は気にしすぎなくても良いので
はないかと考えている。
・それよりも、まずは地道に５００
０人を超える寄附者、田村市の
応援者にますます田村市のファ
ンになっていただき、口コミで良
さを伝えていただくことが大切と
思う。
・なお、ふるさと納税ランキング
資料を拝見すると、湯川村のよ
うな米等の特化型と、品目数・
価格帯充実型の２種類の団体
が上位となっていることから、田
村市における返礼品の選択肢
拡大という方向性は適切な戦略
であり、今後ともぜひ拡大いた
だきふるさと納税を通じて、田村
市のファンを増やして頂きたい。
・引き続き、ふるさと納税も最大
限に活用いただき、田村市の魅
力を伝え、田村市ファンを増や
し、関係人口の拡大につなげて
いただければ幸いに思う。

②他自治体では、近隣から人を
集めるイベントを定期的に開
催。桑折町「バーガーサミット」、
郡山市「肉フェス」などを合わ
せ、町の魅力をアピールしてい
る。何か参考にならないか。

③国内、特に首都圏では固定化
している福島県のイメージ、そし
てNon-image化している田村市
のブランドは簡単に覆せない。
そこで、都内にある在外公館を
利用したイメージ戦略（例えば、
①プレスリリースの実施（月
例）、②大使館、領事館への訪
問、③特にネパールやタイの大
使館への協力）を立ててはどう
か？
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４－３
(39ペー
ジ)

　田村市の存在感を高
め、転入を促すとともに、
現在居住する市民のシ
ビックプライドを醸成する
ことで、認知度向上が期
待できます。

11/11


